
台東区告示第４７１号 

希望型指名競争入札の実施について 

 

希望型指名競争入札を実施いたしますので、台東区希望型指名競争入札実施要綱（平成１７年７月

１日付１７台総経第２０８号）第４条の規定に基づき公告します。 

 

令和７年８月６日 

                          東京都台東区長  服部 征夫 

 

１ 工事件名  道路改良工事（０７－１７） 

２ 工事場所  台東区今戸二丁目 ５番地先～今戸二丁目２５番地先 特別区道浅第１０３号線 

３ 工事概要 施工延長  ２００ｍ    施工面積    １，２００㎡ 

Ｌ形側溝工 ３４７．１ｍ  交通安全施設工 １式 

集水ます工 １９箇所    仮設工     １式 

取付管工  １９箇所    境界標設置工  １０箇所 

車道舗装工 １，０１６㎡  下水ます工   ３７箇所 

防護柵工  ２８．５ｍ 

４ 履行期限 令和８年３月９日（月） 

５ 予定価格 入札後公表する。 

６ 低入札価格調査 設定する。 

なお、契約事務規則の改正（令和７年４月１日施行）に伴い、最低制限 

価格の設定方法に新基準が適用される。下記の台東区ホームページから

確認すること。（トップページ＞事業者の方へ（事業者向け情報）＞入札・契

約情報＞契約に関するお知らせ＞最低制限価格及び調査基準価格の設定

範囲の変更について） 

７ 入札方式 施工能力審査型総合評価方式（工事価格及び施工能力を総合的に評価し

て落札者を決定する方式）により実施する。落札者決定基準は、「施工能力

審査内容及び落札者決定基準」による。 

８ 入札参加資格条件 入札参加申込時から落札者決定時まで、次の各資格要件を全て満たす者

であること（(２) (８)については、令和７年８月６日（水）（以下「基準

日」という。）時点における資格要件とする。ただし、（２）について、基

準日以降に東京電子自治体共同運営（以下「共同運営」という。）の格付が

変動し、申込時点において資格要件を満たす場合は申込みできるものとす

る。(１０)の配置については、契約日からの要件とする。）。 

(１) 共同運営の業種「道路舗装工事」に登録があり、かつ、台東区に

入札参加資格を有する者であること。 



(２) 台東区内業者（台東区内に本店又は支店を有する者をいう。）であ

り、かつ、共同運営の格付が「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の者であること。 

(３)  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１１

第１項の規定により準用する第１６７条の４第１項の規定による制

限を受けていない者であること及び第１６７条の１１第１項の規定

により準用する第１６７条の４第２項の規定により現に資格停止の

処分を受けていない者であること。 

(４) 東京都台東区競争入札有資格者指名停止基準（平成１０年２月２

０日付９台総経発第１７０号。以下「指名停止基準」という。）に基

づく指名停止期間中でないこと。 

(５) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき、更生手続開

始の申立てをした者にあっては、裁判所により更生計画認可の決定を

受けていること。 

(６) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき、再生手続開

始の申立てをした者にあっては、裁判所により再生計画認可の決定を

受けていること。 

(７) 不渡手形又は不渡小切手を発行し、銀行当座取引を停止されてい

ないこと。 

(８) 工事成績評価点算定の基礎となる工事成績点のうち、最も直近の

ものが６０点未満である者は、入札参加を認めないものとする。 

(９) 関係会社は、同時に本件に申し込むことはできない（関係会社の

定義は、共同運営「建設工事等競争入札参加資格申請の手引き：四十

四版」４２ページに記載の【関係会社の定義】による。）。 

(１０)  施工現場に、建設業法（昭和２４年法律第１００号）の基準

を満たす現場代理人及び監理技術者資格者証の交付を受けている監

理技術者又は主任技術者を配置できること。現場代理人及び監理技術

者又は主任技術者は、入札参加申込時の３月以上前から、入札参加申

込者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者とする。 

９ 申込方法 （１) 共同運営電子調達サービス電子入札サービス（以下「電子入札サ

ービス」という。）で希望申請を行うこと（操作方法は「電子入札操

作手順書」を参照のこと。）。 

（２)  (１)の後、台東区公式ホームページから下記１１に定める提出書

類を、必要事項を記入の上、紙媒体又はデータで提出すること。 

（３） 紙媒体で提出する場合は、台東区役所総務部経理課契約担当（庁

舎４階④番窓口）へ持参により提出すること。 

（４） データで提出する場合は、電子入札サービスで希望申請を行う際



に、添付資料の欄に添付すること。なお、施工能力審査型総合評価方

式入札参加申込書（第１号様式）は、押印したものを提出すること。

また、落札者は、落札後に原本を提出すること。 

１０ 申込書提出期間 令和７年８月６日(水)午前９時から同年８月２２日(金)午後５時まで。

ただし、紙媒体で提出する場合は、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関す

る法律（昭和２３年法律第１７８号）の規定による休日を除いた、午前９

時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。）とする。 

１１ 提出書類 

（(１)から(４)の様式

は、台東区公式ホーム

ページからダウンロー

ドできます。） 

(１) 施工能力審査型総合評価方式入札参加申込書（第１号様式） 

(２) 工事成績評価点算定対象工事の施工実績（第２号様式） 

   （下記の書類を添付すること。） 

ア 対象工事実績を証明する契約書又はＣＯＲＩＮＳ登録内容確

認書（技術データを含む。）の写し 

   イ 対象工事実績に係る工事成績評定通知書の写し 

(３) 配置予定技術者の資格及び実績（第３号様式） 

 （下記の書類を添付すること。） 

ア 資格を確認するための書類 

(ア) 監理技術者資格者証又は技術者の資格要件が確認でき

る書類の写し 

       (イ) 監理技術者講習終了証の写し 

(ウ) 入札参加申込者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある

ことが確認できる、現場代理人及び配置予定技術者の社員

証等の証明書の写し（現場代理人を監理技術者が兼ねる場

合を除く。） 

   イ 実績点を確認するための書類 

技術者の同種工事実績を証明するＣＯＲＩＮＳ登録内容確認書 

（技術データを含む。）の写し 

(４) 地域貢献活動等（第４号様式） 

(５) 障害者の雇用状況を確認するための書類（障害者を雇用している 

場合） 

   ア 従業員数４０人以上の場合 

公共職業安定所長宛てに提出した直近の「障害者雇用状況報告

書」の事業主控の写し(公共職業安定所の受付印のあるもの) 

   イ 従業員数４０人未満の場合 

障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）

に基づく障害者の雇用状況の報告義務がない場合は、健康保険被保

険者証（記号・番号はマスキングすること。）の写し又は住民税特



別徴収税額通知書の写し等の当該雇用を確認することができる書

類 

（６） 建設工事等競争入札参加資格審査受付票（裏面に印鑑証明書）の

写し 

※ 提出資料の提出後においては、原則として提出資料に記載された内

容の変更を認めない。 

※ 提出資料に記載された配置予定技術者は、原則として変更できない。

ただし、当該技術者が死亡した場合等区がやむを得ないと認めた場合

は、この限りでない。この場合、新たな技術者は当該技術者と同等以

上の者でなければならない。 

※ 主任技術者を配置予定の場合、（３）（イ）については添付不要とす

る。 

※ 上記(２) (３)（５）の添付書類については、必要により原本の提

示を求めることがある。 

１２ 入札参加資格者 

 の決定 

入札参加資格の有無を審査後、入札参加申込者全員にその結果を通知す

る。なお、入札参加資格が認められた後であっても、入札時までに「８ 入

札参加資格条件」（（２）を除く。）を満たさなくなった場合は、入札に参加

することはできない。 

１３ 設計図書等の配布

（電子媒体にて配布） 

配布日時 令和７年８月２６日（火） 

入札参加資格が認められた業者にのみ電子入札サービスにおいて設計図

書等を配布する。 

１４ 入札日時 令和７年９月１０日（水） 午前１０時００分 

１５ 入札場所 電子入札サービス 

１６ 入札期間 設計図書等を受領した時から令和７年９月１０日（水）午前１０時００

分まで（ただし、電子入札サービス利用時間内に限る。）。 

１７ 入札方法等 (１) 電子入札サービスで、見積もった金額の１１０分の１００に相当

する金額（当該金額に１円未満の端数が生じるときは、その端数を切

り捨てた金額）を入力すること。 

落札者の決定にあたっては、電子入札サービスで入力された金額に

当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額(当該金額に

１円未満の端数が生じるときは、その端数を切り捨てた金額)をもって

落札価格とする。 

(２) １回の入札で落札者が決定しない場合は、２回まで再度入札を行 

うので、電子入札サービスで再度入札の時間を確認し、入札すること。 

 再度入札予定時間 １回目 午前１０時３０分 

          ２回目 午前１１時００分 



１８ 入札保証金 免除する。 

１９ 契約保証金 契約金額の１００分の１０以上とすること。 

２０ 週休２日促進工事 対象外とする 

２１ 入札の無効 次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

(１) 「８ 入札参加資格条件」を満たさない者又は虚偽の申込みを行っ

た者のした入札 

(２) 所定の日時までに所定の方法で行わない入札 

(３) 入札に際して談合等による不正行為があった入札 

(４) 別途指定する内訳書と入札金額に相違がある入札 

(５) その他入札条件に違反した入札 

２２ 落札者の決定 「施工能力審査内容及び落札者決定基準」により落札者を決定する。 

落札者は、台東区が必要とする書類を提出するものとする。 

なお、落札者が、落札後、契約を締結するまでの間に、指名停止基準に

基づく指名停止措置を受けた場合、契約を締結しないことがある。 

２３ 前金払、中間前金

払及び部分払 

(１) 前金払あり 東京都台東区契約事務規則(昭和３９年６月台東区規

則第１３号。以下「契約事務規則」という。)による。 

(２) 中間前金払あり 契約事務規則による。 

(３) 部分払なし  

なお、契約事務規則の改正（令和７年４月１日施行）に伴い、前払金適 

用対象及び上限金額は設定方法に新基準が適用される。下記の台東区ホー

ムページから確認すること。 

（トップページ＞事業者の方へ（事業者向け情報）＞入札・契約情報＞契

約に関するお知らせ＞最低制限価格及び調査基準価格の設定範囲の

変更について） 

２４ その他 (１) 入札参加者は指名競争入札参加者心得を遵守すること。 

(２) 入札参加希望者が少なく、競争入札に支障がある場合には、入札

参加資格条件を満たす者の中から、追加して指名する場合がある。 

 


